
模に基づく消費税率に換算して、基礎年金について現行社会保険方式を前提とした場合には

2015年に3.3～3.5％程度、2025年に６％程度、税方式を前提とした場合には2015年に６～

11％程度、2025 年で９～13％程度の新たな財源を必要とする計算になる（経済前提Ⅱ―１

（医療の伸び率ケース①）、医療・介護B2 シナリオの場合）。 
 
社会保障を支える財源には、公費負担以外に保険料負担がある。年金保険料については、

平成16年改正により将来の保険料には上限が設定され、2017年度以降、厚生年金では18．

3％（労使折半）、国民年金では16900円（平成16年度価格）に固定される（なお、基礎

年金について税方式を前提とした場合には、企業や個人が負担している基礎年金相当分の

保険料負担はなくなることになる。）。 

医療・介護にかかる保険料負担については、今回のシミュレーションによるサービスの充実

と効率化を同時に実現することを前提とすれば、2025年段階で、現行と比較して対GDP比で

＋1.5~1.7%程度となる。 
  

また、制度に基づく給付・サービス以外に、国のみならず、地方自治体が様々な形で提供す 
る社会保障に関わる給付・サービスがある。地方分権、地域住民のニーズを踏まえた地域の 
実態に即したサービスの実施という観点からは、このような施策にかかる財源の確保をどの 
ように考えていくかも大きな課題となる。 
  

言うまでもなく、私たちの社会保障を守り、将来世代に負担を付け回しすることなく、信頼で

きる制度として次の世代に引き継いでいくためには、現在の社会に生きている我々国民がみ

な、年齢にかかわらず能力に応じた応分の負担に応じなければならない。 
  

社会保障制度を将来にわたって持続可能なものとし、同時に必要な機能の強化を実現して

いくために、今回のシミュレーションの対象でない障害者福祉等を含め、あるべき給付・サー

ビスの姿を示し、それを実現していくための改革の全体像を明らかにしながら、必要な財源を

安定的に確保していくための改革に真剣に取り組むべき時期が到来している。 
速やかに社会保障に対する国・地方を通じた安定的財源確保のための改革の道筋を示し、

国民の理解を得ながら具体的な取組に着手すべきである。 
 
 
 ５ おわりに ～ 国民会議からのメッセージ ～  
 

いままで、社会保障に関し、国民が制度の哲学や理念、具体的運用などについてトータル
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に議論する場面は、残念ながらほとんどなかったと言えるであろう。 
社会保障制度は非常に国民に身近なものであり、国民は日常生活の様々な場面で社会保

障の給付を受け、サービスを利用しているにもかかわらず、また、少なからぬ負担を税や保

険料の形で負担しているにもかかわらず、その全体像がどうなっていて、制度の改革が個々

人の生活にどのように影響するのか、給付・負担両面での当事者としてきちんと関心を持って

議論に参加する場面は、なかなかなかったのではないだろうか。 
 
今般の社会保険庁の不祥事や長寿医療制度を巡る混乱は、極めて遺憾なことであり、国 
（厚生労働省）は自らへの国民の信頼回復のために総力をあげて努力すべきであることは

言を俟たないが、他方で、今回のことは、社会保障がいかに国民の日常生活に直接大きな影

響を持つ重要な制度であるかを、政治や行政当局、そして国民自身にも、改めて実感させるも

のであったということも言えるであろう。 
 

今後、社会の高齢化が進み、負担の増加が避けられない中で、社会保障の機能を強化し、

同時に安定的な持続できる制度にしていくためには、大胆な制度改革が不可避であり、その

ような改革を実現していくためには、サービスの利用者＝受益者であり、同時に負担者でもあ

る国民が、文字どおり当事者として議論に積極的に参加し、国民の目線で議論を進めていくこ

とが必須である。 
そのためにも、社会保障制度を、より分かりやすく、利用しやすいものにしていくとともに、

社会保障に関する情報・データの開示、国民一人一人のレベルで社会保障の給付と負担を分

かりやすく示すための社会保障番号制の導入検討を、国民の合意を得ながら積極的に進めて

いくことが必要である。 
 

社会保障国民会議は、10 ヶ月にわたり、現場の声、地域の声をできるだけ取り入れて議論

してきた。現行の社会保障が抱える問題点を指摘しつつ、社会保障の機能強化のための今後

の制度改正に向けた議論の土台を示し、社会保障国民会議は、この最終報告をもってその役

割を終えることになる。 
しかし、社会保障と国民のかかわりに終わりはない。当事者である国民の声が広く取り入れ

られるかたちで、この社会保障国民会議報告に盛り込まれた提案について、具体的な制度改

革の道筋を明らかにし、当事者である国民が運用面での改善が行われているか、制度改正

への取組が進んでいるか、引き続き監視し、意見を述べていくことは、この国の社会保障を守

り、立て直していくために欠かせない。 
 
社会保障は国民自身のものである。国民各位に、自身の社会保障を守るため、機会をとら
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 15

えて議論に参加していくことを願い、他方、行政には、国・地方を問わず、社会保障に関し国民

の参加を可能とする場を設けていくことを提案し、報告の結びとしたい。 
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社会保障国民会議 最終報告
参考資料（抜粋）
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